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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 百万円 － 20,860 19,045 17,914 16,150

経常損失（△） 百万円 － △53 △610 △463 △1,606

当期純損失（△） 百万円 － △470 △1,322 △1,040 △3,729

包括利益 百万円 － － △1,347 △992 △3,639

純資産額 百万円 － 22,308 20,815 19,783 16,020

総資産額 百万円 － 24,757 23,600 22,476 18,903

１株当たり純資産額 円 － 1,120.391,057.731,005.28 825.40

１株当たり当期純損失

金額（△）
円 － △23.50 △66.63 △52.88 △191.05

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ － 90.1 88.2 88.0 84.7

自己資本利益率 ％ － △2.1 △6.1 △5.1 △20.8

株価収益率 倍 － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 － 1,337 61 △15 △2,202

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 － △1,003 △358 △373 363

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 － △67 △145 △39 347

現金及び現金同等物の

期末残高
百万円 － 4,017 3,572 3,144 1,654

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

人
－

(－)

1,125

(484)

1,100

(488)

1,049

(396)

909

(403)

　（注）１．第50期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第50期から第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第50期から第53期の株価収益率は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 百万円 22,228 20,499 18,681 17,529 15,786

経常損失（△） 百万円 △358 △81 △622 △475 △1,584

当期純損失（△） 百万円 △1,254 △497 △1,324 △1,020 △3,705

持分法を適用した場合

の投資利益
百万円 － － － － －

資本金 百万円 5,478 5,478 5,478 5,478 5,478

発行済株式総数 千株 21,076 21,076 21,076 21,076 21,076

純資産額 百万円 22,757 22,197 20,710 19,697 15,947

総資産額 百万円 24,923 24,558 23,430 22,322 18,769

１株当たり純資産額 円 1,135.321,114.801,052.371,000.92 821.63

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間

配当額）

円
3.00

(3.00)

2.00

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損失

金額（△）
円 △62.48 △24.86 △66.75 △51.88 △189.82

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 91.3 90.4 88.4 88.2 85.0

自己資本利益率 ％ △5.3 △2.2 △6.2 △5.1 △20.8

株価収益率 倍 － － － － －

配当性向 ％ － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 73 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △2,107 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △242 － － － －

現金及び現金同等物の

期末残高
百万円 3,653 － － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

人
1,076

(551)

1,057

(480)

1,029

(485)

979

(387)

848

(392)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．第49期については持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び利益剰余金基準に基づき重要性がないた

め、記載しておりません。

３．第49期から第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第49期から第53期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失のため記載しておりません。

５．第50期より連結財務諸表を作成しているため、第50期から第53期の持分法を適用した場合の投資利益、営業

活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、

現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。　
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２【沿革】
年月 概要

昭和16年１月 大阪市生野区において、「佐々栄商会」を個人経営にて創業し、眼鏡卸売販売の営業を開始。

昭和36年１月 大阪市生野区において、眼鏡卸売販売業の瑞宝眼鏡光学株式会社を設立。

昭和36年５月 本社において、眼鏡小売販売業の勝山店を併設。

昭和39年４月 小売専門店の「メガネの愛眼」第１号店（庄内店）をダイエー庄内店ショッピングセンター内に

開設。以後インショップ形式を主流にチェーン展開。

昭和39年11月当社主宰のボランタリーチェーン［ネオックメガネチェーン（略号ＮＥＯＣ）］を結成し、共同

商品「ＮＥＯＣ」を開発。

昭和45年10月当社主宰のフランチャイズチェーン［メガネの愛眼］第１号店の契約をし、北海道岩見沢市に設

置。

昭和45年10月ネオック株式会社を設立（現　連結子会社）。

昭和45年11月関東地区に初進出（上大岡店、ただし現閉鎖）。

昭和48年６月 オリジナルブランド商品「アイアイ」「アイライフ」を開発。

昭和48年10月九州ネオック株式会社を設立。

昭和48年11月四国地区に初進出（鳴門店）。

昭和50年７月 東海地区に初進出（豊田店）。

昭和55年11月九州地区に初進出（福岡店、ただし㈱メガネの愛眼による）。

昭和58年10月メガネの装用マナーとして「メガネ着替えてアイファッション」を提唱。

昭和61年６月 箕面牧落店を開設し、ロードサイドショップを新設。

昭和62年４月 株式会社メガネの愛眼を吸収合併。

昭和62年４月 大阪市天王寺区（現在地）に新社屋を竣工。

昭和62年７月 愛眼株式会社に商号変更し、本店を現在地（大阪市天王寺区）に移転登記。

平成元年５月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第100号店（小田原飯泉店）を開設。

平成元年11月 大阪証券取引所（現　株式会社大阪証券取引所）市場第二部に株式を上場。

平成５年２月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第150号店（千葉みつわ台店）を開設。

平成６年５月 北京愛眼佐佐木眼鏡有限公司に資本参加（現　連結子会社　北京愛眼眼鏡有限公司）。

平成８年３月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第200号店（草津店）を開設。

平成８年７月 写真館の第１号店（垂水名谷店）を開設。

平成９年６月 関東地区の大型店舗として、横浜本店を開設。

平成10年12月関西地区の大型店舗として、大阪本店を開設。

平成12年10月東京証券取引所（現　株式会社東京証券取引所）市場第二部に株式を上場。

平成12年12月東海地区の大型店舗として、浜松本店を開設。

平成13年３月 東京証券取引所（現　株式会社東京証券取引所）並びに大阪証券取引所（現　株式会社大阪証券取

引所）市場第一部指定。

平成13年10月中国地区の大型店舗として、岡山本店を開設。

平成22年１月 ネオック株式会社が九州ネオック株式会社を吸収合併。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（愛眼株式会社）及び子会社３社で構成されており、眼鏡・サン

グラスその他関連商品の販売を主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けを事業系統図によって示すと次の通りであ

ります。

　（注）※１．連結子会社

　　※２．非連結子会社で持分法非適用会社

　

 

４【関係会社の状況】
　 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

ネオック㈱ 大阪市阿倍野区 64 眼鏡販売事業 100.00
当社からの

商品仕入。　

北京愛眼眼鏡有限

公司
中華人民共和国 125 眼鏡販売事業      100.00

当社からの

商品仕入。

役員の兼任。　

　（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報の記載を省略しているため、事業の種類を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 909（403）

　（注）１．セグメント情報の記載を省略しているため、従業員数は連結会社の合計で記載しております。

　　　　２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を外数で

記載しております。

３．前連結会計年度末に比べ従業員が140名減少しておりますが、主として希望退職者の募集を行い相当数退職

したことによるものであります。

 　

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

848（392） 　  39歳11ヶ月     17年１ヶ月 3,916,500

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を外

数で記載しております。

　　　　２．セグメント情報の記載を省略しているため、セグメント情報との関連は記載しておりません。　

３．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

４．前事業年度末に比べ従業員が131名減少しておりますが、主として希望退職者の募集を行い相当数退職した

ことによるものであります。

　　

(3）労働組合の状況

　当社及び在外子会社には、労働組合が組織されております。　

　当社の労働組合は、平成20年８月20日に「ＵＡゼンセン同盟ＳＳＵＡ　愛眼ＡＧユニオン」と称し設立され、本社

に同組合本部が、また、エリア毎に代議員を置き、平成25年３月31日現在における組合員数は1,160人で、上部団体の

「ＵＡゼンセン同盟」に加盟しております。なお、労使関係は安定しております。

　なお、国内子会社には労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、停滞から昨年末以降の円安、株高の進行で景況感が改善しつつあります。

個人消費は、依然企業の賃金上昇への慎重な姿勢が続き、積極的な購買には結び付かず、眼鏡小売市場規模も約

4,000億円と低迷が続いております。 

　このような状況のもと当社グループは、再生に向けた事業戦略として新ビジュアル・アイデンティティーを導入

し、ＮＥＷ愛眼への店名ロゴの変更、店舗のリニューアル、マス媒体を活用した広告宣伝活動等を推進し、コーポ

レートブランドの刷新を図りました。カウンセリング販売は勿論、お客様の様々なニーズに対応して健やかで楽し

く、充実したライフスタイルの実現をサポートする「アイスタイリング・サービス」の提供を目指しました。

　販売施策として、メガネ一式価格「スマートプライス」での表示・販売を展開し、フレームでは強度・耐久性が

ギネス世界記録
TM
に認定された「ＰＯＣＯＰ」、ふちなしで軽さを追求した「ｄｕｅ」、「ＮＩＫＥ　ＶＯＲＴＥ

Ｘ」、「ＤＥＦＥＮＤＥＲ」などを順次投入・集中販売に努めました。また、ハイカーブレンズ加工システム（Ａ.

Ｒ.Ｔ.）を競合より先行導入、スポーツグラス、ＰＣグラスや花粉グラスなど眼鏡関連商品の品揃えも充実させ、

多くのお客様の集客に努めました。

　店舗に関しては、既存店97店舗を「ＮＥＷ愛眼」などに順次リニューアルし、店内を白色基調の明るく清潔感あ

ふれるイメージで統一、シンプルなＰＯＰ、添え書き等でアピールし、若い世代も入店しやすい店舗づくりを進め

ました。また、当社グループは新規に４店舗を開設し、13店舗を閉鎖しました。

　売上については、事業戦略の変更は広範な消費者からの支持を得て、徐々に効果が出てきましたが、前期の強烈な

販売促進策の反動や当期における店舗数の減少によって、眼鏡販売着数は前年比でわずかに下回り、単価も回復が

遅れ低迷しました。サングラスの売上は、中・高級品の提案やスポーツタイプの充実により増加しました。

　利益については、売上総利益率は商品構成の見直しが遅れ、「スマートプライス」導入による価格変更で低迷し

ました。ＮＥＷ愛眼の周知を迅速に図るため、広告宣伝費が増加し、改装等により備品費、修繕費等が増加しまし

た。しかしながら、13店舗の閉鎖に伴う賃借料の減少や人件費、交通費の圧縮などによるコスト削減に努めたため、

営業経費は前年を下回りました。

　以上の結果、当社グループの連結会計年度における業績につきましては、売上高は16,150百万円（前期比9.8％

減）となり、営業損失は1,615百万円（前期は営業損失607百万円）、経常損失は1,606百万円（前期は経常損失463

百万円）、また特別損失として減損損失1,527百万円及び特別退職金502百万円を計上したことにより、当期純損失

は3,729百万円（前期は当期純損失1,040百万円）となりました。

　なお、セグメント情報の記載を省略しているため、セグメント情報との関連は記載しておりません。

　

(2)キャッシュ・フロー

　現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ1,489百万円減少し、当連結会計年度末

には1,654百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動におけるキャッシュ・フローは△2,202百万円（前年同期は△15百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、税金等調整前当期純損失3,636百万円、減損損失1,527百万円によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動におけるキャッシュ・フローは363百万円（前年同期は△373百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、定期預金の払戻による収入1,245百万円、投資有価証券の取得による支出△746

百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動におけるキャッシュ・フローは347百万円（前年同期は△39百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、長期借入れによる収入500百万円、自己株式の取得による支出△83百万円によ

るものであります。　
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　セグメント情報の記載を省略しているため、当連結会計年度の販売実績を品目別に示すと、次の通りであります。　

品目

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）　

売上高（百万円） 前年同期比（％）

フレーム 6,333 92.3

レンズ 6,605 84.3

サングラス 972 109.0

コンタクト類 532 78.7

その他 1,708 103.6

合計 16,150 90.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　

(4）仕入実績

　セグメント情報の記載を省略しているため、当連結会計年度の仕入実績を品目別に示すと、次の通りであります。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

品目

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）　

仕入高（百万円） 前年同期比（％）

フレーム 2,147 102.1

レンズ 1,722 82.5

サングラス 545 118.5

コンタクト類 291 82.7

その他 857 110.6

合計 5,564 96.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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３【対処すべき課題】

当社グループは５期連続で赤字と業績が低迷しており、今後早期に黒字への転化を図り、かつ高収益体質の構築と

資本効率の向上、継続的に安定した成長などに注力し、企業価値の向上を図ることを経営の重要目標に位置付けてお

ります。

そのために対処すべき課題として、当社グループは眼鏡小売市場でのＮＥＷ愛眼の浸透を推進し、１人でも多くの

お客様にご来店をいただけるよう努めてまいります。９店舗の新規開設と約100店舗の既存店のＮＥＷ愛眼へのリ

ニューアルを実施するとともに、ダイエーの子会社ゼノンの店舗９店舗を譲り受け、首都圏における販売強化、市場

占有率の拡大に再度チャレンジしてまいります。

オリジナルを主とした機能・素材に優れたフレームならびに眼鏡関連のニッチな市場における備品等の新規開発

・販売などを順次予定しております。多くの消費者に当社が変わったことを知っていただき、カウンセリング力にお

いては通常眼鏡店に求められるサービスを維持しつつ、気軽に安心してライフスタイルに適ったメガネを購入して

いただき、顧客満足度を向上させ、地域のシェア増加に結びつける所存です。これら営業諸施策を実施しつつ、在庫シ

ステムを整備し大量一括仕入・集中販売のスケールメリット追及を維持しながら、売上拡大、売上総利益率向上に結

びつける所存です。

また、固定資産を減損処理し経費負担が減少しましたが、今後も出来る限りのコスト削減、高効率の店舗運営に努

め、収益力の強化を図りながら、以下の課題にも配慮してまいります。

　

（１）滞留商品の抑制

　アイ・スタイリング・サービスの導入により、お客様の健やかで感性豊かなライフスタイルの実現のため、店舗

においては品揃えの幅を拡げる一方で、一定の機能やデザインに特化した商品を絞り込み配置する必要性が生じ

ます。ただ需要が少なく、その商品が市場ニーズや流行にそぐわず、長期にわたり売れ残り陳腐化した場合、商品回

転率を低下させ資産を眠らせることになります。商品の在庫管理を徹底し、長期の滞留品とならぬよう、販促イベ

ントの開催や社内ネットワークによる情報提供・店舗間移動等により商品管理してまいります。　

（２）人材確保と育成 

　当社グループは少数精鋭主義のもと、店舗運営を最少人員で実施しています。近年、退店店舗の増加により余剰人

員の増加が懸念され、採用を抑制し人員の圧縮に努めてまいりました。ＮＥＷ愛眼が順調な業績で推移し、既存店

の業績や新店の開発が活発となった場合、優秀な人員の確保と店舗オペレーションを行える人材数の確保ができ

ず、販売機会の逸失や出店が計画通り進捗しないことが考えられ、業績に影響を及ぼすことが懸念されます。よっ

て、優秀な人材確保と社員教育に注力してまいります。 　

（３）デベロッパー、キーテナント撤退時の早期対応

　全店の約６割をショッピングセンターのテナントとして出店しているため、経営環境の急速な変化に伴い、デベ

ロッパーやキーテナントの経営状態の悪化や運営コンセプトの変更、当社グループの業績等により、営業の継続に

不透明な状況が生じる可能性を十分考慮しなければなりません。極力、顧客、地域消費者の皆様にご不便・ご迷惑

をかけないよう、事前に近隣のロードサイド物件を手当てするなど、対策を早期に講じていく所存です。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を掲

載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社グルー

プの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載し

ております。本項における将来に関する記載は、当連結会計年度末において判断したものであります。

なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針であります。また、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありませんので、この

点にご留意下さい。

（１）出店地域について

　当社グループは、本社所在地である関西圏及び関東圏、東海圏を中心に店舗展開を図っておりますが、今後は当該

地域を重点にしつつ地方中核都市にも出店していく方針であります。当社グループは、立地条件が個店の売上高を

左右する大きな要因であると考えており、出店に当たっては社内基準に基づき、出店候補地の商圏人口、競合店状

況、商業集積地、道路網、賃借料等の条件を検討した上で、投資回収状況を想定し、その可否を決定しております。

但し、当社グループの出店条件に合致した物件がなく、計画通りに出店ができない場合や、出店後に立地環境等に

変化が生じた場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

（２）業界の動向について

　眼鏡業界も顧客獲得のため低価格帯での競争が続き、単価ダウンと市場規模の縮小が続いています。各社は廉価な

価格訴求に加え、用途を絞り込み機能を付加した商品開発など新たな需要創出に取り組み始めております。

　また、利便性が増した使い捨てコンタクトレンズの普及により、20歳代を中心にコンタクトレンズ装用人口が増加

した場合、また、近年、近視、乱視、遠視の手術治療としてＰＲＫ（レーザー角膜切除屈折手術）などが広範に実施さ

れ、合併症などのトラブルが回避され、より安全な方法として一般に浸透した場合には、眼鏡需要は縮小し、当社グ

ループの業績にも少なからず影響を及ぼす可能性があります。

（３）競合店の影響について

　当社グループの店舗においては、周辺の同業他社との間に、品揃え、品質、価格及びサービス等で激しい競合が生じ

ております。さらに、同業者との競合に加えて、サングラスを取り扱うファッション雑貨店やコンタクトレンズを取

り扱うコンタクトレンズ販売店とも競合関係にあります。

　当社グループといたしましては、「良い技術で、良い商品を、より廉く、より親切に」を経営方針に掲げ、徹底した

コスト削減、季節に応じた品揃え、視力測定・加工・調整などの技術力、商品知識を伴ったカウンセリング等、競争

力の確保に努めております。しかしながら、これらの業者との競合関係が激化し、相対的に当社グループの競争力が

低下した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。

（４）人材の確保及び育成について

　当社グループは経営方針を実践することで顧客満足度をより高め、ロイヤルカスタマー化を推進し、地域になくて

はならない眼鏡専門店として成長を図っていく所存です。

経営方針を実践するには、従業員が視力測定・加工・調整などの技術力と、生活シーンに適った光学、眼科学、商

品、社会常識などの販売知識力を十分に修得する必要があります。機械設備の進化や平準化によって店舗間の差別

化が難しい現状では、徹底した教育・育成による人材のレベルアップが、眼鏡専門店として存続するために不可欠

な条件と捉えているからです。経営方針を実現できる人材の確保と育成を重要な経営課題として捉えております

が、今後においても、当該方針を維持しつつ、積極的な出店を継続していくためには、従来以上に人材の確保及び育

成が重要な経営課題となっております。

　近年、採用環境は好転する傾向にあり、中途採用及び新規採用の両面から、積極的に優秀な人材を採用していく方

針であります。また、従業員に対しては、目標管理制度や責任等級制度による成果主義等を導入することによりモチ

ベーションの維持・管理の向上を促すとともに、研修プログラムの充実、スペシャリスト制度、独立支援制度等の導

入によって、出店増への対応を図っております。

しかしながら、新規出店を賄える人材の確保及び育成ができない場合には、出店計画の見直しを行わざるを得な

いこともあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（５）個人情報の取扱いについて

　当社グループは多岐にわたる個人情報を、顧客の信頼のもと取り扱っております。個人情報保護法の施行により、

コンピュータシステムのセキュリティ強化と、顧客データの本社一元管理体制を確立しました。その機密保持には

現状考えられる高度なシステムセキュリティ対策をとり、諸管理規程による従業員への教育、指示や内部監査を継

続的に実施しています。

　しかしながら、万が一外部要因による不可抗力のシステムトラブルや、人為的操作等により情報流出が発生した場

合は、社会的な評価を下げ業績に影響を与える可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

フランチャイズ契約

　当社グループは、加盟店と　１．相互信頼　２．相互団結　３．相互発展　４．相互利益　５．相互理解の精神をもと

に、相互の商業発展と商業的利益を増大することを目的とし、相互の共存共栄を基本方針としてフランチャイズ契

約を締結しております。

　その契約の主な要旨は次の通りであります。

（１）契約の目的

　愛眼株式会社加盟店に対して、自己の商標「メガネの愛眼」の基にその営業活動について技術指導、従業員教

育、販売促進のための企画指導、計数管理等の加盟店の利益の増大に役立つ経営指導を行い、同一企業イメージ

の基に商品を供給し、定められた地域において営業を行う権利を与える。

　これに対して加盟店は一定の対価を支払い、当社の指導の基に継続して営業を行い、相互の繁栄を図ることを

目的とする。

（２）商品の仕入及び販売

　加盟店の販売する商品は当社から仕入れ、当社の取扱う商品については加盟店の希望する商品を供給し、当社

の提供したノウハウを基に消費者に販売する。

（３）契約期間

　原則、契約締結日から３カ年とする。ただし、期間満了の150日前迄に一方当事者の解約申出のない時は、３年

毎の自動延長とする。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。　
　　

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。連結財務諸表の作成にあたっての重要な会計方針は第５「経理の状況　１連結財務諸表等(1）連結財務諸表　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。
　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度におけるわが国経済は、停滞から昨年末以降の円安、株高の進行で景況感が改善しつつあります。個

人消費は、依然企業の賃金上昇への慎重な姿勢が続き、積極的な購買には結び付かず、眼鏡小売市場規模も約4,000億

円と低迷が続いております。 

　このような状況のもと当社グループは、再生に向けた事業戦略として新ビジュアル・アイデンティティーを導入し、

ＮＥＷ愛眼への店名ロゴの変更、店舗のリニューアル、マス媒体を活用した広告宣伝活動等を推進し、コーポレートブ

ランドの刷新を図りました。カウンセリング販売は勿論、お客様の様々なニーズに対応して健やかで楽しく、充実した

ライフスタイルの実現をサポートする「アイスタイリング・サービス」の提供を目指しました。

　販売施策として、メガネ一式価格「スマートプライス」での表示・販売を展開し、フレームでは強度・耐久性がギネ

ス世界記録
TM
に認定された「ＰＯＣＯＰ」、ふちなしで軽さを追求した「ｄｕｅ」、「ＮＩＫＥ　ＶＯＲＴＥＸ」、

「ＤＥＦＥＮＤＥＲ」などを順次投入・集中販売に努めました。また、ハイカーブレンズ加工システム（Ａ.Ｒ.Ｔ.）

を競合より先行導入、スポーツグラス、ＰＣグラスや花粉グラスなど眼鏡関連商品の品揃えも充実させ、多くのお客様

の集客に努めました。

　店舗に関しては、既存店97店を「ＮＥＷ愛眼」などに順次リニューアルし、店内を白色基調の明るく清潔感あふれる

イメージで統一、シンプルなＰＯＰ、添え書き等でアピールし、若い世代も入店しやすい店舗づくりを進めました。ま

た、当社グループは新規に４店舗を開設し、13店舗を閉鎖しました。

　売上については、事業戦略の変更は広範な消費者からの支持を得て、徐々に効果が出てきましたが、前期の強烈な販

売促進策の反動や当期における店舗数の減少によって、眼鏡販売着数は前年比でわずかに下回り、単価も回復が遅れ

低迷しました。サングラスの売上は、中・高級品の提案やスポーツタイプの充実により増加しました。

　利益については、売上総利益率は商品構成の見直しが遅れ、「スマートプライス」導入による価格変更で低迷しまし

た。ＮＥＷ愛眼の周知を迅速に図るため、広告宣伝費が増加し、改装等により備品費、修繕費等が増加しました。しかし

ながら、13店舗の閉鎖に伴う賃借料の減少や人件費、交通費の圧縮などによるコスト削減に努めたため、営業経費は前

年を下回りました。

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度における業績につきましては、売上高は16,150百万円（前期比9.8％

減）となり、営業損失は1,615百万円（前期は営業損失607百万円）、経常損失は1,606百万円（前期は経常損失463百

万円）、また特別損失として減損損失1,527百万円及び特別退職金502百万円を計上したことにより、当期純損失は

3,729百万円（前期は当期純損失1,040百万円）となりました。

　海外(中華人民共和国)におきましては、社会的不安要因があるものの、新規に３店舗を開設、２店舗を閉鎖し21店舗

(フランチャイズチェーン店を含む)となりました。社会情勢が不安定ななか慎重な営業活動を進めました。
　

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載

しております。　
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（4）経営戦略の現状と見通し

今後のわが国経済の見通しにつきましては、政府の経済対策による景気の持ち直しが期待される一方、円安による

輸入品の価格高騰や海外景気の下振れによる景気悪化の懸念などが残り、わが国経済の見通しは予断を許さないもの

と思われます。 

　このような状況の下、当社グループは「ＮＥＷ愛眼」プロジェクトが軌道に乗りつつあると感じております。眼鏡小

売市場でのＮＥＷ愛眼の浸透を推進し、１人でも多くのお客様にご来店いただけるよう努めてまいります。９店舗の

新規開設と約100店舗の既存店のＮＥＷ愛眼へのリニューアルを実施するとともに、ダイエーの子会社ゼノンの店舗

９店舗を譲り受け、首都圏における販売強化、市場占有率の拡大に再度チャレンジしてまいります。

　オリジナルを主とした機能・素材に優れたフレームならびに眼鏡関連のニッチな市場における備品等の新規開発・

販売などを順次予定しております。多くの消費者に当社が変わったことを知っていただき、カウンセリング力におい

ては通常眼鏡店に求められるサービスを維持しつつ、気軽に安心してライフスタイルに適ったメガネを購入していた

だき、顧客満足度を向上させ、地域のシェア増加に結びつける所存です。これら営業諸施策を実施しつつ、在庫システ

ムを整備し大量一括仕入・集中販売のスケールメリット追求を維持しながら、売上拡大、売上総利益率向上に結びつ

ける所存です。

　また、固定資産を減損処理し経費負担が減少しましたが、今後も出来る限りのコスト削減、高効率の店舗運営に努め、

収益力の強化を図ってまいります。

　海外(中華人民共和国)におきましては、日本国内の販売施策を参考に地域密着の営業活動を展開し、売上の維持・確

保に努めてまいります。
　

（5）財政状態及び資本の財源及び資金の流動性についての分析

①財政状態に関する分析

　資産合計は18,903百万円（前年同期比15.9％減）となりました。流動資産は8,716百万円（前年同期比20.0％減）と

なり、固定資産は10,187百万円（前年同期比12.0％減）となりました。また、負債合計は2,882百万円（前年同期比

7.0％増）となり、純資産合計は16,020百万円（前年同期比19.0％減）となりました。　

②キャッシュ・フローの状況に関する分析　

　当社グループの資金状況は、下記の通りです。

  現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、1,654百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動におけるキャッシュ・フローは△2,202百万円（前年同期は△15百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、税金等調整前当期純損失3,636百万円、減損損失1,527百万円によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動におけるキャッシュ・フローは363百万円（前年同期は△373百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、定期預金の払戻による収入1,245百万円、投資有価証券の取得による支出△746

百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動におけるキャッシュ・フローは347百万円（前年同期は△39百万円）となりました。

　この現況に至った主な要因は、長期借入れによる収入500百万円、自己株式の取得による支出△83百万円によ

るものであります。
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（6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めており

ますが、眼鏡業界も顧客獲得のため低価格帯での競争が続き、単価ダウンと市場規模の縮小が続いています。当社グ

ループは廉価な価格訴求に加え、用途を絞り込み機能を付加した商品開発など新たな需要創出に取り組み始めてお

ります。

また、近年の情報化の進展とデフレ状況により、消費者のライフスタイルの変化とニーズの多様化が顕著となって

きております。消費者の価値観は大きく変化し高額支出に慎重となり、特に消費をリードしてきた団塊世代は定年を

迎え時間に余裕ができるものの、永年積み重ねた経験や社会的地位、経済力などはそれぞれ違っており、ニーズも十

人十色で支出先の選別化が顕著となり、また専門店に対する要求内容も大幅に高度化しています。ワンプライスや激

安プライスショップの展開と既存の眼鏡専門店の対抗により、廉価な眼鏡が浸透し低価格帯での販売拡大と競争が

激化し、かつ使い捨てコンタクトレンズの普及等で眼鏡小売市場の規模縮小が続き、利益確保が厳しい経営環境と

なっております。

このような状況のもと、従来の手法だけでは事業の発展・成長が見込めなくなっており、眼鏡小売企業の間では、

ターゲットを絞った顧客獲得競争が始まっており、企業存続を賭けたシェア獲得競争がますます激化するものと思

われます。

そこで当社グループは、新たに愛眼ビジョンを策定、そして顧客に選ばれ支持される強力なコーポレート・ブラン

ドの復活・再構築を目的とした新たなＶ.Ｉ.を導入することで、1961年の会社設立以来、コーポレート・ブランドロ

ゴとして長く使用し親しまれてきたものの沈滞ムードが漂い始めていた「メガネの愛眼」を進化させ、「ＮＥＷ愛

眼」への転換を図ることで”政策””設備””教育”等への再チャレンジに取り組んでまいります。

Ｖ.Ｉ.導入に際し、愛眼のブランドビジョンに据えたのが、従来からの快適な視力補正、快適な装用感は勿論、商品

とサービスを通じてお客様に新しいアイデアを提供し続けることで、「お客様の健やかで感性豊かなライフスタイ

ルの実現を応援する」オンリーワンのライフスタイル支援カンパニーとなることであります。

コア・ターゲットは自分の感性やライフスタイルを大切にする人を想定しており、とりわけ進取の気性に富み新

しいものへの感度が高いニューファミリー世代をターゲットに、新鮮で常に前進するブランドイメージの構築を

図ってまいりたいと考えております。愛眼特有の営業らしさである卓越したカウンセリングを武器に、顧客の支持拡

大を進め年間販売着数100万着を早期に達成する所存です。

そのため、当社グループは地域になくてはならない眼鏡専門店として、変化と鮮度を求める顧客の要求を常に意識

し、改善・改革に取り組んでまいります。そして顧客満足度の向上を実現し、ロイヤルカスタマーに結びつけること

で、企業価値の向上に努め成長を図る所存です。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資につきましては、総額705百万円（敷金及び保証金、建設協力金を含む）となりました。そ

の主なものは、店舗の新設、既存店の改装等であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　また、セグメント情報の記載を省略しているため、セグメント情報との関連は記載しておりません。　

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次の通りであります。　

　　なお、セグメント情報の記載を省略しているため、セグメント情報との関連は記載しておりません。　

(1）提出会社

　 平成25年３月31日現在

事業所名 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

店舗数
（店）

建物及び構築
物（百万円）
（床面積㎡）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

（店舗）

関東地域　

（注）１．

364

    (4,612.33)

　

[7,662.14]　

682

(1,543.04)　

   [2,857.97]　

－ 1,047 208 64

中部地域

209　

    (2,227.30)

[7,452.56]

96

(716.48)　

   [19,451.65]

　

－ 306 153 52

近畿地域

596

    (6,254.70)

   [15,838.92]

794

(4,203.40)　

   [24,412.91]

－ 1,391 344 125

店舗計

1,171

(13,094.33)　

   [30,953.62]

　

1,574

(6,462.92)　

   [46,722.53]

－ 2,745 705 241

本社等

（大阪市天王寺区

その他）

（注）２．

158

(3,369.34)　

[4,902.66]　

413

(1,462.96)　

  [－]

－ 571 93 －

合計 －

1,329

(16,463.67)　

   [35,856.28]

　

1,987

(7,925.88)　

   [46,722.53]

　

－ 3,317 798 241

　（注）１．設備の内容の店舗は、眼鏡小売販売及び写真館であります。

２．設備の内容には、事務所、寮・社宅、加工センター、配送センターを含んでおります。

３．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品並びに車両運搬具であり、建設仮勘定、敷金及び保証金、建

設協力金は含まれておりません。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

４．帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。　

５．床面積及び土地面積のうち、（　）内は自社物件の面積を［　］内は賃借面積を表示しております。

６．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。

７．現在重要な休止中の設備はありません。
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８．リース契約による主な賃借設備は下記の通りであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

本社サーバー

（所有権移転外ファイナンス・

リース取引）

 一式 ５年間 0 －

商品発注及び販売管理等パーソナ

ルコンピュータ

（所有権移転外ファイナンス・

リース取引）

 256台 ４年間 26 60

店舗バーコードプリンター

（所有権移転外ファイナンス・

リース取引）

 275台 ４年間 7 3

　

(2）国内子会社

 平成24年12月31日現在

会社名 所在地　 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

店舗数
（店）

建物及び構築物
(百万円)
(床面積㎡)　

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

ネオック㈱ 大阪府 店舗

21

(305.76)

[1,083.57]　

4

(－)　

[1,810.75]　

1　 28　 17　 9　

　（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

２．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。

３．現在重要な休止中の設備はありません。　

４．床面積及び土地面積のうち、（　）内は自社物件の面積を［　］内は賃借面積を表示しております。 

　

(3）在外子会社

 平成24年12月31日現在

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

店舗数
（店）

建物及び構築物
(百万円)
(床面積㎡)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

北京愛眼眼鏡有限

公司

中華人民共和

国　

店舗及び

事務所　

1

(－)

[956.00]　

－

(－)

[－]　

6　 7　 44　 5　

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。

２．現在重要な休止中の設備はありません。　

３．床面積及び土地面積のうち、（　）内は自社物件の面積を［　］内は賃借面積を表示しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、コーポレート・ブランドの刷新を目的として策定しております。

　

(1）重要な設備の新設等

　提出会社

事業所名
(所在地)

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定年度

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

営業店12店

（関東地域）　
眼鏡店舗　 319 － 自己資金　 平成25年度　 平成25年度　

営業店２店

（中部地域）
眼鏡店舗　 60 9 自己資金　 平成24・25年度　平成25年度

営業店５店　

（近畿地域）　

眼鏡店舗

・写真館　
152 13 自己資金　 平成24・25年度　平成25年度　

合計 －　 532 22 －　 －　 －　

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

　　　２．投資予定金額には、敷金及び保証金、建設協力金を含んでおります。

　　　３．国内子会社及び在外子会社には重要な設備の新設等はありません。

　　　

(2）重要な改修

事業所名 所在地 設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

営業店
２店　

北海道・
東北地域
　

眼鏡店舗
　

10 － 自己資金　 平成25年度　 平成25年度 －　

営業店　
19店　

関東地域
　

眼鏡店舗
　

103 － 自己資金　 平成25年度 平成25年度 －　

営業店　
18店　

中部地域
　

眼鏡店舗
　

126 － 自己資金　 平成25年度 平成25年度 －　

営業店　
44店　

近畿地域
　

眼鏡店舗
　

287 6 自己資金　 平成24・25年度平成25年度 －　

営業店　
７店　

四国地域
　

眼鏡店舗
　

44 － 自己資金　 平成25年度 平成25年度 －　

営業店　
２店　

九州地域
　

眼鏡店舗
　

13 － 自己資金　 平成25年度 平成25年度 －　

合計 －　 －　 583 6 －　 －　 －　 －　

（注）完成後の増加能力については合理的な算定が困難なため記載しておりません。

　

(3）重要な設備の除却等

　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年6月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,076,154 21,076,154

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数は

100株で

あります。

計 21,076,154 21,076,154 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　記載事項はありません。 

  

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成７年３月31日 1,972,29721,076,154 60 5,478 59 6,962

　　（注）　株式分割（無償交付）　　　　　１：1.1

　平成６年11月21日　　　　　1,915,334株

　転換社債の株式への転換

　（平成６年４月１日～平成７年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　 56,963株

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 28 18 121 40 18 22,27122,496      　－

所有株式数

（単元）
－ 27,686 1,012 40,05510,742 19 130,986210,50026,154

所有株式数の

割合（％）
－ 13.15 0.48 19.03 5.10 0.01 62.23100.00        －　

　（注）１．自己株式1,666,356株は「個人その他」に16,663単元及び「単元未満株式の状況」に56株を含めて記載して

おります。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式をそれぞれ5単元及

び90株含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社佐々興産 大阪市生野区勝山北１丁目20番17号 2,138 10.15

愛眼従業員持株会 大阪市天王寺区大道４丁目９番12号 1,041 4.94

佐々　栄治 大阪市生野区 738 3.51

愛眼共栄会 大阪市天王寺区大道４丁目９番12号 710 3.37

株式会社瑞 堺市南区鴨谷台１丁27番２号 635 3.01

佐々　善二郎 横浜市港南区 516 2.45

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 501 2.38

佐々　千恵子 大阪市生野区 442 2.10

CBNY DFA INTL SMALL CAP

VALUE PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社)　

388 GREENWICH STREET,　NY, NY 10013, USA

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 　
371 1.76

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)　
東京都中央区晴海１丁目８－11　 334 1.59

計 － 7,429 35.25

　（注）上記のほか、自己株式が1,666千株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  1,666,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,383,700 193,837 －

単元未満株式 普通株式     26,154 － －

発行済株式総数          21,076,154 － －

総株主の議決権 － 193,837 －

　　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

愛眼株式会社
大阪市天王寺区大

道四丁目９番12号
1,666,300 － 1,666,300 7.91

計 － 1,666,300 － 1,666,300 7.91

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　  該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成24年７月２日）での決議状況
（取得期間  平成24年７月３日～平成24年９月21日）

600,000 185,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 269,300 83,389,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 330,700 101,610,500

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 55.1 54.9

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 55.1 54.9

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 216 0

当期間における取得自己株式　　　　　　　　（注） 190 0

（注）　当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己

株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

(単元未満株式の買増請求)
90 0 90 0

保有自己株式数　　　　　　　　（注） 1,666,356 － 1,666,456 －

　　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取及び買増請求による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきまして、将来の事業展開・経営体質の強化等を勘案いたしまして内部留保に努めるととも

に、安定的な配当の維持に努めることを基本としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、当社の業績を総合的に勘案した結果、無配当とさせていただきます。

　内部留保金につきましては、経営体質の一層の充実並びに将来の事業展開に役立ててまいりたいと考えております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 764 606 495 464 357

最低（円） 405 477 355 345 270

　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 315 315 312 311 334 338

最低（円） 285 277 292 295 302 319

　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長

　
－ 佐々　栄治 昭和20年８月19日生

昭和43年３月当社入社

昭和54年１月第１営業部商品部長

昭和54年１月取締役就任

昭和57年３月第１営業部長

昭和62年５月経営企画室長

昭和63年４月管理本部長兼総務部長

平成元年４月 常務取締役就任

平成３年３月 管理本部長

平成５年４月 専務取締役就任

平成５年４月 愛眼事業本部長

平成７年７月 事業統括本部長

平成８年10月管理本部長

平成15年６月

平成23年６月　

代表取締役社長就任

取締役会長就任（現任）　

平成24年４月　北京愛眼眼鏡有限公司董事長就任

（現任）　

(注)２ 738

取締役社長

(代表取締役)

　

－ 下條　三千夫 昭和24年12月19日生

昭和47年３月当社入社

昭和62年５月愛眼事業部西部営業部長

昭和62年６月取締役就任

平成元年５月 愛眼事業本部西部営業部長

平成５年４月 愛眼事業本部西部兼中部営業部長

平成７年７月 愛眼西部営業本部長

平成11年10月常務取締役就任

平成15年４月営業本部長

平成15年６月専務取締役就任

平成19年３月ネオック株式会社代表取締役社長

就任

平成19年３月

　

平成23年６月　

九州ネオック株式会社（現ネオッ

ク株式会社）代表取締役社長就任

代表取締役社長就任（現任）　

(注)２ 204

常務取締役 営業本部長 上妻　正智 昭和18年６月11日生

昭和41年４月株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成６年２月 田崎真珠株式会社取締役

平成15年５月当社入社　営業部長

平成17年６月当社常勤監査役就任

平成23年６月当社常務取締役就任（現任）

平成23年６月当社営業本部長就任（現任）

(注)２ 2

監査役

（常勤）
－　 木南　照一 昭和24年10月30日生

昭和49年４月株式会社三和銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成９年４月 同行総務部調査役

平成15年６月当社常勤監査役就任（現任）

(注)３ 3

監査役

（常勤）
－ 菅野　忠司 昭和27年４月18日生

昭和50年４月株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成16年３月株式会社オージョイフル（現ダイ

キ株式会社）取締役管理本部長

平成21年３月ＤＣＭホールディングス株式会社

経営企画統括部経営企画室マネー

ジャー

平成23年６月当社常勤監査役就任（現任）

(注)３ 1

監査役 － 梅津　善一 昭和24年６月26日生

昭和55年９月公認会計士安原誠吾事務所入所

平成元年10月梅津公認会計士事務所所長（現

任）

平成６年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 － 森重　洋一 昭和38年６月22日生

昭和62年３月朝日新和会計社（現有限責任 

あずさ監査法人）入社

平成10年10月同監査法人マネジャー

平成13年７月森重・関根公認会計士事務所（現

株式会社のぞみ合同会計社）開設、

同公認会計士（現任）

平成15年６月当社監査役就任（現任）

平成17年４月株式会社のぞみ合同会計社代表取

締役（現任）

(注)３ 1

    計 　     952

　（注）１．監査役木南照一、梅津善一、森重洋一及び菅野忠司の４名は、社外監査役であります。

２．取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．監査役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、事業活動を通じて企業の総合価値を高め、継続的で安定した収益と成長を図ることが、企業経営の重要な

使命であると位置付けております。そして株主、投資家、従業員をはじめ顧客、取引先などステークホルダーとの共

存・共栄を基本理念に、信頼関係を高める所存であります。

　また、企業価値を毀損し株主の利益に反することがないよう、経営環境の変化に迅速かつ的確に業務執行するため

の経営管理体制やシステムの見直し・改善に努め、経営責任の明確化を図っております。そして、正確な情報の迅速

な開示、法令や社会倫理に反することがない公正で透明性の高い経営を実現させるため、コーポレート・ガバナン

スの充実に取り組んでおります。特に法令遵守の管理体制(コンプライアンス)の徹底やリスク管理について、体制

の整備を進めております。

　今後も急激に変化する環境下で、企業価値を高め株主価値を高めるために取締役及び取締役会の権限・責任を明

確にし、監査役の権限を強化し、コーポレート・ガバナンスの徹底とコンプライアンス体制の確立を図ってまいり

ます。

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　（イ）会社の機関の基本説明

　　　当社は、監査役設置会社として、取締役による的確な意思決定と迅速な職務執行を行う一方、適正な監督及び監

視を可能とする経営体制を構築し、コーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう、その実効性を高める体制

としております。

　１．取締役会

　　　取締役会は、重要な職務執行に関する意思決定機関であり、また取締役の職務執行を監督する機関として位置

づけ、意思決定を各部門が速やかに実施できる経営体制をとっております。取締役会は現在３名で構成され、

定例取締役会を毎月１回開催するほか、その他必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令及び定款に定めら

れた事項や経営に関する重要案件、業績報告などが付議・議論されております。

　２．監査役

　　　当社は監査役制度を採用しております。監査役は現在４名で構成され、透明性確保の観点から４名とも独立性

を確保した社外監査役であります。監査役はその専門的知識や経験から、当社の経営を監視、監査できる人材

を選任しております。

各監査役は、監査役会で定めた監査方針・業務分担などに従い、取締役の職務執行の適法性や各業務遂行

部門の状況などについて監査しております。そして定期的に監査役会を開催し、客観的な立場から取締役の

職務執行に対し必要に応じて意見を述べる等、取締役の職務執行を監視できる体制をとっております。また、

取締役会及び経営会議等重要な会議には毎回監査役が出席し、必要に応じて意見を述べる等監視できる体制

をとっております。

　３．経営会議

　　　経営会議は毎月１回開催され、取締役及び業務遂行部門の部門長で構成されております。会社全体、各業務遂

行部門の重要事項が協議、決議され、業務遂行の効率化・迅速化が図られております。
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　（ロ）会社の機関・内部統制の関係

　　　有価証券報告書提出日現在のコーポレート・ガバナンス体制は次の通りです。

　　　（業務執行・経営の監視の仕組み及び内部統制システムの整備の状況の模式図）

　

　（ハ）内部統制システムの整備の状況

　　　内部統制システムにおいては、コンプライアンスとリスクマネジメントを中核とした「会社の業務の適正を

確保する体制」を構築し、コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会によって、その実効性を確保する

ための体制の維持及び継続的な改善を図っております。

　１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　ⅰ．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等社内規程に従い、経営に関する重要事項を決定する

とともに、内部統制の基本を策定し、取締役の職務執行を監督しております。

　　ⅱ．取締役は、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、職務を執行しております。

　　ⅲ．取締役は、経営の日常的活動状況について、監査基準及び監査計画に基づいた監査役の監査を受けており

ます。　

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　ⅰ．取締役は、職務の執行に係る重要な情報及び文書の取扱いについて、適切に保存及び管理し、必要に応じて

運用状況を定期的に評価し、維持及び改善にあたっております。　

　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　ⅰ．リスク管理委員会は、管理本部長を委員長とし、業務遂行に係る個々のリスクを確認し、その把握と管理、

個々のリスクの防止策についての体制を整えております。　

　　ⅱ．リスク管理を円滑にするために、リスク管理規程を定め、同規程に則ったリスク管理体制を構築し、不測の

事態が発生した場合は、対策本部を設置し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める

体制を整備しております。

　　ⅲ．内部監査部門は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、必要があれば監査方法の見直しを

行っております。　

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　ⅰ．取締役会は、年度計画及び中期経営計画に基づき、当初の経営目標通りに業績が進捗しているか取締役の

業績報告を通じて、定期的に検証しております。

　　ⅱ．取締役は、職務の執行において、取締役会規程により定められている事項及びその付議事項について、すべ

て取締役会に付議することを遵守し、十分な資料を配布しております。
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　５．使用人の業務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　ⅰ．コンプライアンス委員会は、全取締役及び使用人がコンプライアンスを実践するための手引書「愛眼行動

基準」を配布し、基本方針及び行動規範を徹底するとともに、法令遵守を維持する体制を整えております。

　　ⅱ．社内において、コンプライアンスに違反する行為、又は、行動基準に反する問題が生じた場合、担当窓口に

相談・通報できる様、内部通報制度を整備しております。

　６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における体制　

　　ⅰ．当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項については、監査役の職務

を補助するため、必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を

任命する。監査役補助者の任命、異動、人事考課等については監査役会の承認を得なければならない。　

　（ニ）内部監査及び監査役監査の状況

　　　　通常の職務執行部門とは独立して設置された内部監査室には、有価証券報告書提出日現在２名を配置し、期

中取引を含む日常業務全般について、会計、業務、事業リスク、コンプライアンス等に関わる内部統制システ

ムの有効性・効率性についての監査を定期的に行い、監査役とも連携して会計及び業務遂行において監視

機能の強化を図っております。また、内部監査室は、異常取引を早期に発見し、正常取引への移行を指導して

おります。

　

　（ホ）会計監査の状況

　　　　会計監査人につきましては、有限責任 あずさ監査法人を選任し、継続して監査を受けており、正確な経営情

報、財務情報の提供に努めております。また、当社と有限責任 あずさ監査法人及び当社監査に従事する同監

査法人の業務執行社員との間には、特別な利害関係はありません。

　業務を執行した公認会計士

　指定有限責任社員　業務執行社員　：　伊與政　元　治

　　　　　中　畑　孝　英

　※　継続関与年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　６名、その他　８名

　

　（ヘ）社外取締役及び社外監査役との関係

　　　当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する方針として、豊富な経験及び深い見識に基

づく中立・公正な立場での経営監視機能が十分に期待され、取引条件等から一般株主と利益相反が生じるおそ

れがないことを確認することとしております。

　１．社外取締役との関係

　　　　当社には社外取締役はおりません。

　　　　当社が現状の体制を採用している（社外取締役を選任していない）理由は、監査役を設置していることや経

営上の迅速な意思決定と取締役会の活性化を図り、コンプライアンス体制の確立等を行い、経営の公正性及

び透明性を高め、効率的な経営システムを確立するためであります。

　　　　社外監査役（４名）の充実による客観的・中立的監視のもと、これまで実施してきた諸政策が実効を上げて

おり、経営の監視機能の面で、十分に機能する体制が整っているものと判断しております。

　　　　また、当社は、社外監査役による独立・公正な立場で取締役の職務執行に対する有効性及び効率性の検証を

行う等、客観性・中立性を確保したガバナンス体制を整えており、現状の監査役の機能を有効に活用するこ

ととし、当面、社外取締役の選任は予定しておりません。
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　２．社外監査役との関係

　　ⅰ．当社は、社外監査役４名全員を独立役員として指定し、次の通り、経営監視機能の客観性及び中立性を確保

しております。

　　　　・各監査役は、法令、財務・会計、企業統治等に関して専門的な知見を有しており、職歴、経験、知識等を生か

して適法性の監査に留まらず、外部者の立場から経営全般について大局的な観点で助言を行っておりま

す。

　　　　・常勤監査役（２名）は、社内に精通し、経営に対する理解が深く、適法性監査に加え重要な会議に参加し、

経営課題に対するプロセスと結果について客観的評価を行う等、的確な分析に基づく発言をすること

で、経営監視の実効性を高めております。

　　　　・非常勤監査役（２名）は、経営陣から一定の距離にある外部者の立場で、取締役会に参加することにより、

取締役の職務執行の状況について明確な説明を求めることにより、経営監視の実効性を高めておりま

す。　

　　ⅱ．経営監視機能の強化に係る具体的な体制及び実行状況は次の通りです。

　　　　・各監査役は、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等の監査に加え、各業務担当取締役及び重要

な使用人と適宜意見交換を行う等、経営監視の強化に努めております。

　　ⅲ．社外監査役は次の通りです。

氏名 属性
適合項目に関

する補足説明
当該社外監査役を選任している理由

　木南　照一
他の会社の

出身者
独立役員

　銀行での長きに亘る豊富な経験により、経営全般

を監視する十分な見識を有しておられ、社外監査役

として職務を適切に遂行していただけるものと判

断しております。当社は、同氏出身銀行からの借入

金が無く、同氏との間には、特別な利害関係を有し

ていないため、独立性が確保されていると判断して

おります。

　菅野　忠司
他の会社の

出身者
独立役員

　銀行等での長きに亘る豊富な経験により、経営全

般を監視する十分な見識を有しておられ、社外監査

役として職務を適切に遂行していただけるものと

判断しております。当社は、同氏出身銀行からの借

入金がありますが、特記すべき取引関係にはなく、

当社の経営に影響を与えるものではありません。同

氏との間には、特別な利害関係を有していないた

め、独立性が確保されていると判断しております。

　梅津　善一 公認会計士　 独立役員　

　公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しておられ、社外監査役として

職務を適切に遂行していただけるものと判断して

おります。また、同氏は梅津公認会計士事務所所長

を兼務しておりますが、当社との間には、特別な利

害関係を有していないため、独立性が確保されてい

ると判断しております。

　森重　洋一 公認会計士　 独立役員　

　公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しておられ、社外監査役として

職務を適切に遂行していただけるものと判断して

おります。また、同氏は株式会社のぞみ合同会計社

の代表取締役を兼務しておりますが、当社との間に

は、特別な利害関係を有していないため、独立性が

確保されていると判断しております。　
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　　ⅳ．その他社外監査役の主な活動に関する事項は次の通りです。

　　　　・各監査役は、監査役会で定めた監査方針、監査計画等に従い、取締役会及び重要会議への出席や職務執行状

況及び経営状態の調査等を行い、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等について監査を

行っております。

　　　　・監査役は、各業務担当取締役及び重要な使用人から個別にヒアリングの機会を設けるとともに、社長、内部

監査室、会計監査人それぞれとの間で適宜意見交換を行っております。

　

　（ト）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況

　　１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　ⅰ．反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持たない。

　　ⅱ．反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的な対応を行う。

　　ⅲ．反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする場合であっても、

事実を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。

　　２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　　ⅰ．外部の専門機関との連携状況

　　　　弁護士と顧問契約を締結し、法律上の判断を必要とする場合、その都度専門的な立場から指導を受ける体制

をとっております。

　　ⅱ．反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

　　　　日常的な営業・業務活動で得られる情報に加え、顧問弁護士事務所等から得られる情報並びに警察からの被

害防止に関する助言・指導を受ける等、反社会的勢力に関する情報を集中管理し、当社が一切関わることの

ないように確認できる体制を整備しております。

　　３．社内への周知徹底

　　　　反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない旨、定期的にミーティング等で周知徹底すると

ともに、相談窓口を設けて、全社員がいつでも相談できる体制をとっております。

　

②リスク管理体制の整備の状況

　　　コーポレート・ガバナンスの基礎となるコンプライアンス（法令遵守）体制及びリスクマネジメント体制につ

いては次の通り、経営者から使用人に至るまで周知徹底を図っております。　

　（イ）コンプライアンス体制

　　１．当社は、コンプライアンス委員会を設置し、法令遵守を維持する体制を整えております。

　　２．コンプライアンス体制の明確化と一層の強化推進を図るため、各部門よりコンプライアンス委員を選任し、

その実効性を高める体制を構築しております。

　　３．全使用人にコンプライアンスを実践するための手引書「愛眼行動基準」を配布し、社内研修に取り入れる

等、その基本方針及び行動規範を徹底しております。

　　４．企業の社会的責任を遂行するため、担当窓口に相談・通報できる体制を設け、公正で活力のある組織の構築

に努めております。

　

　（ロ）リスクマネジメント体制

　　１．当社は、リスク管理委員会を設置し、リスク管理規程及び対応マニュアルの整備を行い、リスク管理体制の推

進を図っております。

　　２．法的紛争の予防及び迅速な解決、取引先信用管理における与信管理及び債権保全等のリスク管理をし、営業

部門から独立した公正厳格な業務を行っております。

　　３．労働環境の変化に伴う従業員の労働に起因する健康障害に配慮し、フィジカル・メンタル両面のケアを行う

ため、外部団体と契約をし相談窓口の充実を図っております。　
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③役員報酬等　

　（イ）提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分　
報酬等の総額

（百万円）　

　報酬等の種類別の総額（百万円）　
対象となる役員の

員数（人）　基本報酬　
ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役

（当社には社外取締役は

おりません。）　

　        55　      55        　－ 　      －       　－ 　　   　  　 4

監査役

（社外監査役を除く。）
　　  　　－       　－ 　   　　－ 　　  　－ 　    　－ 　 　    　　－

社外役員 　　　  　19　　  　   　19 　 　  　－ 　　  　－ 　  　　－         　  　4

     　　

　（ロ）提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

　　　　 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

　（ハ）役員の報酬等の額の決定に関する基本方針

　　　　当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めており、その内容は次の通りです。

　　１．業績向上意欲を保持し、また、社内外から優秀な人材の確保が可能な水準であること。

　　２．経営環境の変化や外部の客観データ等を考慮し、世間水準及び経営内容、従業員給与とのバランスを勘案

した水準であること。　

　　３．役員報酬の総額は、株主総会で決議された年間報酬限度額の範囲内で支給すること。　

　　　（注）報酬限度額　取締役：年額300百万円以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和63年６月29日開催第28期定時株主総会で決議）

　　　　　　　　　　　　監査役：年額40百万円以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成６年６月29日開催第34期定時株主総会で決議）

　　　　　　　　　　　

④当社定款において定めている事項

　（イ）取締役の定数

　　　当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

　

　（ロ）取締役の選任の決議要件

　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めて

おります。

　

　（ハ）自己株式取得の決定機関

　　　当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を行

うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とす

るものであります。

　

　（ニ）中間配当

　　　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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　（ホ）株主総会の特別決議要件

　　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。

　

⑤株式の保有状況　

（イ）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　11銘柄　　224百万円

　

（ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄名
株式数

（株）　

貸借対照表計上額

（百万円）　
保有目的

　㈱三菱ＵＦＪ

　フィナンシャル・グループ　
　 　       122,540　　 　　　　     　　50 　取引関係等の円滑化

　三井住友

　トラスト・ホールディングス㈱　
　　       　15,272　 　　　　   　　   4 　取引関係等の円滑化

　㈱三井住友

　フィナンシャルグループ　
　　       　12,463　 　　　　  　 　　33 　取引関係等の円滑化

　イオン㈱　 　　　　   　19,287                 20　営業取引関係の維持

　イオンモール㈱　              16,898                 32　営業取引関係の維持

　㈱トプコン　               8,114                  4　営業取引関係の維持

　㈱セブン＆アイ・ホール

　ディングス　
　　　　　　　1,680                   4　営業取引関係の維持

合　　計 　        　196,254　　　　      　150 　

　

当事業年度

　特定投資株式

銘柄名
株式数

（株）　

貸借対照表計上額

（百万円）　
保有目的

　㈱三菱ＵＦＪ

　フィナンシャル・グループ　
　 　       122,540　　 　　　　     　　68 　取引関係等の円滑化

　三井住友

　トラスト・ホールディングス㈱　
　　       　15,272　 　　　　   　　   6 　取引関係等の円滑化

　㈱三井住友

　フィナンシャルグループ　
　　       　12,463　 　　　　  　 　　47 　取引関係等の円滑化

　イオン㈱　 　　　　   　22,179                 26　営業取引関係の維持

　イオンモール㈱　              17,657                 50　営業取引関係の維持

　㈱トプコン　               8,114                  6　営業取引関係の維持

　㈱セブン＆アイ・ホール

　ディングス　
　　　　　　　2,203                   6　営業取引関係の維持

合　　計 　        　200,428　　　　      　213 　
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（ハ）保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額

並びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式　　 － － － －             －

上記以外の株式 174 242 4 1 71

　

（ニ）投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　　当事業年度において、保有目的を変更した銘柄はありません。

　

（ホ）投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　　当事業年度において、保有目的を変更した銘柄はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 37 0 36 －

連結子会社 － － － －

計 37  0 36  －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　　前連結会計年度

　　　国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の助言・指導業務であります。

　

　　当連結会計年度

　　　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を特に定めておりませんが、監査日数等を勘案して決定してお

ります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,478 5,117

受取手形及び売掛金 ※3
 957

※3
 948

商品及び製品 2,279 2,418

原材料及び貯蔵品 17 16

その他 172 227

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 10,895 8,716

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,665 6,804

減価償却累計額 △5,624 △5,442

建物及び構築物（純額） 2,041 1,361

土地 ※2
 2,119

※2
 2,075

その他 2,764 54

減価償却累計額 △2,393 △46

その他（純額） 370 7

有形固定資産合計 4,531 3,444

無形固定資産 159 2

投資その他の資産

敷金及び保証金 4,349 4,091

投資有価証券 ※1
 843

※1
 1,490

長期預金 207 100

その他 1,511 1,069

貸倒引当金 △20 △11

投資その他の資産合計 6,890 6,740

固定資産合計 11,581 10,187

資産合計 22,476 18,903
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 979

※3
 770

1年内返済予定の長期借入金 － 65

未払法人税等 129 118

賞与引当金 100 50

その他 958 923

流動負債合計 2,167 1,927

固定負債

長期借入金 － 405

繰延税金負債 12 48

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 14

※2
 7

負ののれん 2 －

資産除去債務 353 348

その他 143 145

固定負債合計 525 955

負債合計 2,693 2,882

純資産の部

株主資本

資本金 5,478 5,478

資本剰余金 6,962 6,962

利益剰余金 11,877 7,066

自己株式 △967 △1,050

株主資本合計 23,350 18,456

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 12 90

土地再評価差額金 ※2
 △3,575

※2
 △2,534

為替換算調整勘定 △4 7

その他の包括利益累計額合計 △3,567 △2,435

純資産合計 19,783 16,020

負債純資産合計 22,476 18,903
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 17,914 16,150

売上原価 ※1
 5,750

※1
 5,429

売上総利益 12,163 10,721

販売費及び一般管理費 ※2
 12,771

※2
 12,337

営業損失（△） △607 △1,615

営業外収益

受取利息 27 23

受取配当金 9 8

受取家賃 36 38

負ののれん償却額 5 2

役員退職慰労引当金戻入額 101 －

その他 62 66

営業外収益合計 241 139

営業外費用

支払利息 － 4

固定資産除却損 12 57

店舗閉鎖損失 35 26

賃貸費用 30 31

保険解約損 14 －

その他 4 10

営業外費用合計 97 130

経常損失（△） △463 △1,606

特別利益

投資有価証券売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失

減損損失 ※3
 460

※3
 1,527

特別退職金 － 502

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 18 －

特別損失合計 478 2,030

税金等調整前当期純損失（△） △940 △3,636

法人税、住民税及び事業税 103 101

法人税等調整額 △3 △7

法人税等合計 100 93

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,040 △3,729

当期純損失（△） △1,040 △3,729
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,040 △3,729

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 45 78

土地再評価差額金 2 －

為替換算調整勘定 0 11

その他の包括利益合計 ※
 47

※
 90

包括利益 △992 △3,639

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △992 △3,639

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,478 5,478

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,478 5,478

資本剰余金

当期首残高 6,962 6,962

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,962 6,962

利益剰余金

当期首残高 13,004 11,877

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,040 △3,729

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 △1,126 △4,810

当期末残高 11,877 7,066

自己株式

当期首残高 △967 △967

当期変動額

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △0 △83

当期末残高 △967 △1,050

株主資本合計

当期首残高 24,477 23,350

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,040 △3,729

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △1,126 △4,894

当期末残高 23,350 18,456
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △33 12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

45 78

当期変動額合計 45 78

当期末残高 12 90

土地再評価差額金

当期首残高 △3,624 △3,575

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

48 1,041

当期変動額合計 48 1,041

当期末残高 △3,575 △2,534

為替換算調整勘定

当期首残高 △4 △4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 11

当期変動額合計 0 11

当期末残高 △4 7

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △3,662 △3,567

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

94 1,132

当期変動額合計 94 1,132

当期末残高 △3,567 △2,435

純資産合計

当期首残高 20,815 19,783

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,040 △3,729

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94 1,132

当期変動額合計 △1,032 △3,762

当期末残高 19,783 16,020
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △940 △3,636

減価償却費 445 385

減損損失 460 1,527

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △540 －

特別退職金 － 502

負ののれん償却額 △5 △2

売上債権の増減額（△は増加） △16 5

たな卸資産の増減額（△は増加） △29 △135

仕入債務の増減額（△は減少） 321 △211

その他 365 △53

小計 60 △1,617

特別退職金の支払額 － △502

利息及び配当金の受取額 28 26

利息の支払額 － △4

法人税等の支払額 △108 △107

法人税等の還付額 2 1

営業活動によるキャッシュ・フロー △15 △2,202

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △718 △258

定期預金の払戻による収入 220 1,245

有形固定資産の取得による支出 △273 △586

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △328 △746

投資有価証券の売却による収入 237 216

その他 489 492

投資活動によるキャッシュ・フロー △373 363

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 － △30

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △0 △83

配当金の支払額 △39 △39

財務活動によるキャッシュ・フロー △39 347

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △428 △1,489

現金及び現金同等物の期首残高 3,572 3,144

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 3,144

※
 1,654
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

　 　ネオック株式会社

　 　北京愛眼眼鏡有限公司

　

(2)非連結子会社の名称等

有限会社ヤマモト眼鏡店

（連結の範囲から除いた理由）

　　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　　

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用会社はありません。

　

(2)持分法を適用していない非連結子会社　

　　有限会社ヤマモト眼鏡店

（持分法を適用しない理由）　

　　有限会社ヤマモト眼鏡店は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から見て、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

　　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　ネオック株式会社及び北京愛眼眼鏡有限公司の決算日は、12月31日であります。 

　　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　　　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　ａ子会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。　

　　ｂその他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　　

②　たな卸資産

　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用しております。（ただし、当社及び国

内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用しておりま

す。） 

　　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　　　建物　３～50年

　　

②　無形固定資産

　　定額法を採用しております。 

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。　　

　

②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。　　

　　　　　　

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　在外子会社の資産及び負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　　　

(5）のれんの償却方法及び償却期間

　　平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っており

ます。

　　

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　　

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の処理の方法

　　　税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

　　（減価償却方法の変更） 

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。  

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が14百万円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ14百万円増加しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社に対するものは、次の通りであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 9百万円 9百万円

　

※２　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める方法により算出

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△320百万円 －百万円

　

※３　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 2百万円 0百万円

支払手形 174 143
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

22百万円 15百万円

　　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　給料 4,631百万円 4,321百万円

　賞与引当金繰入額 99 50

　賃借料 2,875 2,772

　広告宣伝費 1,160 1,316
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※３　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

場所　 用途 種類 金額　

　東京都 　３店舗 　店舗及び広告設備 　建物及び構築物 　19百万円

　埼玉県 　１店舗 　店舗 　建物 　4百万円

　群馬県 　１店舗 　店舗及び広告設備 　建物 　2百万円

　千葉県 　７店舗 　店舗及び広告設備 　建物、構築物及び長期前払費用 　32百万円

　神奈川県 　14店舗 　店舗及び広告設備 　建物及び構築物 　43百万円

　愛知県 　13店舗 　店舗及び広告設備 　建物、構築物及び長期前払費用 　72百万円

　岐阜県 　１店舗 　店舗 　建物及び長期前払費用 　6百万円

　三重県 　１店舗 　店舗 　建物及び長期前払費用 　12百万円

　大阪府 　19店舗 　店舗及び広告設備
　建物、構築物、長期前払費用及び土

地
　64百万円

　兵庫県 　９店舗 　店舗及び広告設備 　建物及び構築物 　22百万円

　奈良県 　２店舗 　店舗及び広告設備 　建物及び構築物 　2百万円

　京都府 　５店舗 　店舗及び広告設備 　建物、構築物及び長期前払費用 　69百万円

　滋賀県 　１店舗 　店舗 　建物 　2百万円

　岡山県 　１店舗 　店舗 　建物及び土地 　98百万円

　福岡県 　１店舗 　店舗及び広告設備 　建物及び長期前払費用 　4百万円

　合　　　計　 　460百万円

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として営業店舗

でグルーピングしております。

　減損損失の認識に至った経緯として、競争の激化等により収益性が低下しており、今後の改善が困難と予

想される店舗について、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（460百万円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は79店舗で、建物414百万円、構築物18百万円、長期前払費用5百万円及び土地21百万円でありま

す。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、土地については、路線価による相続税評価額に

より評価しております。
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所　 用途 種類 金額　

　大阪府等 　 　店舗及び広告設備 　建物　 　679百万円

　 　 　 　土地 76百万円

　 　 　 　その他 87百万円

　大阪府等 　 　共用資産 　建物 　105百万円

　 　 　 　工具、器具及び備品 　409百万円

　 　 　 　ソフトウェア 74百万円

　 　 　 　その他 94百万円

　合　　　計　 1,527百万円

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を営業店舗とし

て、本社設備等を共用資産としてグルーピングしております。

　減損損失の認識に至った経緯として、昨今の競争激化等により店舗及び共用資産について収益性が低下

しているため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,527百万

円）として計上しております。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い土地・建物について

は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づき評価し、その他の資産については、処分見込価額として

おります。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 45百万円 116百万円

組替調整額 2 △1

税効果調整前 47 115

税効果額 △2 △36

その他有価証券評価差額金 45 78

土地再評価差額金： 　 　

税効果額 2 －

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 0 11

その他の包括利益合計 47 90
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末　
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 21,076 －  －  21,076

合計 21,076 － － 21,076

自己株式     

普通株式 1,396 0 － 1,396

合計 1,396 0 － 1,396

 　　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 39 2 平成23年３月31日平成23年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 39 利益剰余金 2 平成24年３月31日平成24年６月29日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 21,076 －  －  21,076

合計 21,076 － － 21,076

自己株式     

普通株式 1,396 269 0 1,666

合計 1,396 269 0 1,666

　　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加269千株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加269千株及

び単元未満株式の買取請求0千株によるものであります。普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元

未満株式の売渡しによる減少分であります。 

       　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 39 2 平成24年３月31日平成24年６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。　
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 7,478百万円 5,117百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,334　 △3,462　

現金及び現金同等物 3,144　 1,654　
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の通

りであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 10 8 1

ソフトウェア 22 19 3

合計 33 28 4

　

　 （単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 2 2 0

ソフトウェア － － －

合計 2 2 0

　　　　　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 4 0

１年超 0 －

合計 4 0

　　　　　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(3）支払リース料及び減価償却費相当額

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

支払リース料 24 4

減価償却費相当額 24 4

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

　（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定し、投機的なデリバティブ取

引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　外貨建ての現金及び預金については、為替の変動リスクに晒されております。 

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債

権は、為替の変動リスクに晒されております。

　店舗等の賃貸借契約に基づく敷金及び保証金は、預託先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、有価証券運用規程に基づいた範囲で運用している株式や業務上の関係を有する企業の

株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほぼ全てが６ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建

ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

　法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等は、そ

のほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。

　また、これら営業債務及び未払法人税等の金銭債務は、流動性リスクに晒されております。

　長期借入金は、特別退職金等に係る資金調達であり、償還日は最長で決算日後５年以内であります。　

　当連結会計年度において、デリバティブ取引は行っておりません。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程等に従い、営業債権、敷金及び保証金について、各管理部署が主要な相手先の状況を

定期的にモニタリングし、相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図る等の方法により、信用リスクを管理しております。連結子会社についても、

当社の販売管理規程等に準じて、同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直す等の方法により、市場価格の変動リスク

を管理しております。

　また、外貨建ての現金及び預金、営業債権、営業債務については、定期的に換算差額を把握し各担当役員に

報告、対応する体制を構築する等の方法により、為替の変動リスクを管理しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社グループは、営業債務、未払法人税等について、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新する等の方

法により、流動性リスクを管理しております。　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注）２．を参照）

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 7,478 7,478 －

(2）受取手形及び売掛金 957 957 －

(3）敷金及び保証金 4,349 4,143 △205

(4）投資有価証券             

その他有価証券 822 822 －

資産計 13,608 13,403 △205

(1）支払手形及び買掛金 979 979 －

(2）未払法人税等 129 129 －

負債計 1,108 1,108 －

 デリバティブ取引 － － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 5,117 5,117 －

(2）受取手形及び売掛金 948 948 －

(3）敷金及び保証金 4,091 3,969 △122

(4）投資有価証券             

その他有価証券 1,469 1,469 －

資産計 11,627 11,504 △122

(1）支払手形及び買掛金 770 770 －

(2）未払法人税等 118 118 －

(3）長期借入金　(※) 470 471 1

負債計 1,359 1,360 1

 デリバティブ取引 － － －

　　　（※）長期借入金には、１年以内に返済期限が到来するものを含めております。

　

　　　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1）現金及び預金

　　預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
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(3）敷金及び保証金

　　これらの時価については、過去の実績等から返還予定時期を見積り、その将来キャッシュ・フローを国債の

利回り等適切な指標に信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

　

(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券

関係」をご参照下さい。

　負　債

(1）支払手形及び買掛金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2）未払法人税等

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）長期借入金

　　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。　

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

子会社株式　 9 9

非上場株式 11 11

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 7,478 － － －

受取手形及び売掛金 957 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの      

債券（社債） － － 500 －

合計 8,436 － 500 －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 5,117 － － －

受取手形及び売掛金 948 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの      

債券（社債） 8 － 1,004 －

合計 6,074 － 1,004 －

　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

１年内返済予定の長期

借入金
65 － － － － －

長期借入金 － 60 60 60 225 －

合計 65 60 60 60 225 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
 計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 273 237 35

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 200 200 0

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 473 437 35

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 51 70 △18

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 297 300 △2

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 349 370 △21

合計 822 808 14

　　　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額11百万円）については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
 計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 389 248 141

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 389 248 141

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 66 73 △7

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 1,013 1,018 △4

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,079 1,091 △12

合計 1,469 1,340 129

　　　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額11百万円）については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 36 1 0

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 200 － －

③　その他 － － －

(3）その他 100 0 －

合計 337 2 0

  

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 16 1 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 200 － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 216 1 －

  

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　有価証券について18百万円（上場株式4百万円、非上場株式0百万円、子会社株式13百万円）減損処理を

行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を併用しております。

　なお、当社は、平成22年８月に規約型年金制度について確定拠出年金制度及び前払退職金制度に移行してお

ります。

　　

２．退職給付費用に関する事項　

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

(1)確定拠出年金掛金（百万円） 127 116

(2)前払退職金支払額（百万円） 92 80

計 219 197

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　

賞与引当金 37百万円　 18百万円

投資有価証券評価損 13 　 4

貸倒引当金 10 　 7

少額減価償却資産 9 　 15

未払事業税 10 　 10

役員退職慰労金 51 　 42

減損損失 258 　 772

商品評価損 19 　 17

資産除去債務 129 　 124

繰越欠損金 1,051 　 1,867

その他 20 　 18

繰延税金資産小計 1,613 　 2,900

評価性引当額 △1,613 　 △2,900

繰延税金資産合計 － 　 －

繰延税金負債 　 　 　

その他 △12 　 △48

繰延税金負債合計 △12 　 △48

繰延税金負債の純額 △12 　 △48

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

　
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

  税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載を省略しております。  
　 　　同左    

　

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　　　　
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　店舗の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

　

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から15年～39年と見積り、割引率は1.885％～2.308％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

　

３．当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

期首残高 374百万円 361百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 14 13

時の経過による調整額 4 4

資産除去債務の履行による減少額 △31 △29

期末残高 361 349
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　当社グループは、報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　当社グループは、報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 （単位：百万円）

　 フレーム レンズ その他 合計

外部顧客への売上高 6,858 7,838 3,217 17,914

　　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の10％以上を占めるものがない

ため、記載を省略しております。　

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 （単位：百万円）

　 フレーム レンズ その他 合計

外部顧客への売上高 6,333 6,605 3,212 16,150

　　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の10％以上を占めるものがない

ため、記載を省略しております。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　当社グループは報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　当社グループは報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　当社グループは報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　当社グループは報告セグメントが「眼鏡小売事業」のみであるため、記載を省略しております。

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

当連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,005.28円 825.40円

１株当たり当期純損失金額（△） △52.88円 △191.05円

　　　　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

　

　　　　　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 19,783 16,020

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,783 16,020

普通株式の発行済株式数（千株） 21,076 21,076

普通株式の自己株式数（千株） 1,396 1,666

 １株当たり純資産額の算定に用いられた

 期末の普通株式の数（千株）
　19,679 　19,409

　　　　

　　　　　　　３．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。　　　　　

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純損失金額（△）（百万円） △1,040 △3,729

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,040 △3,729

期中平均株式数（千株） 19,679 19,523

　

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。　

　

【借入金等明細表】
　　

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －
１年以内に返済予定の長期借入金 － 65 1.250 －
長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。）

－ 405 1.250平成26年～29年

その他有利子負債 － － － －
合計 － 470 － －

　　　  　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りで

あります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 60 60 60 225

　

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。

　　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 4,055 8,356 12,169 16,150

税金等調整前四半期（当期）

純損失金額（△）（百万円）
△456 △1,440 △1,836 △3,636

四半期（当期）純損失金額

（△）（百万円）
△482 △1,492 △1,915 △3,729

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）（円）
△24.53 △76.07 △97.97 △191.05

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△24.53 △51.58 △21.82 △93.45
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,263 4,908

受取手形 ※2
 25

※2
 17

売掛金 931 923

商品及び製品 2,212 2,350

原材料及び貯蔵品 17 16

前払費用 135 159

未収入金 11 4

未収消費税等 － 50

その他 11 11

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 10,597 8,429

固定資産

有形固定資産

建物 7,064 6,333

減価償却累計額 △5,091 △5,027

建物（純額） 1,973 1,305

構築物 527 486

減価償却累計額 △487 △453

構築物（純額） 40 32

車両運搬具 27 26

減価償却累計額 △24 △26

車両運搬具（純額） 2 －

工具、器具及び備品 2,687 2,345

減価償却累計額 △2,328 △2,345

工具、器具及び備品（純額） 359 －

土地 ※1
 2,114

※1
 2,070

有形固定資産合計 4,490 3,408

無形固定資産

商標権 10 －

ソフトウエア 100 －

電話加入権 47 －

無形固定資産合計 157 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 834 1,480

関係会社株式 201 201

出資金 0 0

関係会社出資金 102 102

破産更生債権等 20 11

長期前払費用 108 59

長期預金 200 100

敷金及び保証金 4,257 3,997

建設協力金 462 372

保険積立金 899 606

その他 11 10

貸倒引当金 △20 △11

投資その他の資産合計 7,077 6,931

固定資産合計 11,725 10,340

資産合計 22,322 18,769
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 447

※2
 350

買掛金 505 396

1年内返済予定の長期借入金 － 65

未払金 433 453

未払消費税等 20 －

未払法人税等 127 117

前受金 292 280

預り金 126 117

賞与引当金 100 50

資産除去債務 8 1

その他 61 55

流動負債合計 2,122 1,887

固定負債

長期借入金 － 405

繰延税金負債 12 48

再評価に係る繰延税金負債 ※1
 14

※1
 7

資産除去債務 339 335

その他 135 138

固定負債合計 503 934

負債合計 2,625 2,822
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,478 5,478

資本剰余金

資本準備金 6,962 6,962

資本剰余金合計 6,962 6,962

利益剰余金

利益準備金 347 347

その他利益剰余金

別途積立金 11,880 11,880

繰越利益剰余金 △439 △5,226

利益剰余金合計 11,787 7,001

自己株式 △967 △1,050

株主資本合計 23,261 18,390

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12 90

土地再評価差額金 ※1
 △3,575

※1
 △2,534

評価・換算差額等合計 △3,563 △2,443

純資産合計 19,697 15,947

負債純資産合計 22,322 18,769
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 17,529 15,786

売上原価

商品期首たな卸高 2,184 2,212

当期商品仕入高 5,704 5,492

合計 7,889 7,704

商品期末たな卸高 2,212 2,350

商品売上原価 ※1
 5,677

※1
 5,353

売上総利益 11,852 10,432

販売費及び一般管理費

販売手数料 290 270

荷造運搬費 239 251

広告宣伝費 1,142 1,294

貸倒引当金繰入額 － 6

役員報酬 95 75

給料 4,529 4,211

賞与 144 99

賞与引当金繰入額 99 50

退職給付費用 217 196

法定福利費 693 656

福利厚生費 46 39

旅費及び交通費 288 268

交際費 10 7

通信費 97 86

水道光熱費 256 261

消耗品費 242 280

租税公課 144 154

減価償却費 431 371

修繕費 98 136

保険料 30 28

賃借料 2,793 2,687

支払手数料 231 241

諸会費 23 22

雑費 329 331

販売費及び一般管理費合計 12,478 12,031

営業損失（△） △626 △1,598
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業外収益

受取利息 14 11

受取配当金 9 8

経営指導料 23 22

受取家賃 34 36

受取保険金 7 10

役員退職慰労引当金戻入額 101 －

雑収入 58 55

営業外収益合計 247 144

営業外費用

支払利息 － 4

固定資産除却損 11 57

店舗閉鎖損失 35 26

賃貸費用 30 31

保険解約損 14 8

雑損失 4 1

営業外費用合計 96 130

経常損失（△） △475 △1,584

特別利益

投資有価証券売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失

減損損失 ※2
 430

※2
 1,527

特別退職金 － 502

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 4 －

関係会社株式評価損 13 －

特別損失合計 448 2,030

税引前当期純損失（△） △921 △3,613

法人税、住民税及び事業税 102 99

法人税等調整額 △3 △7

法人税等合計 98 92

当期純損失（△） △1,020 △3,705
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,478 5,478

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,478 5,478

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 6,962 6,962

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,962 6,962

資本剰余金合計

当期首残高 6,962 6,962

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,962 6,962

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 347 347

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 347 347

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 11,880 11,880

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,880 11,880

繰越利益剰余金

当期首残高 667 △439

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,020 △3,705

自己株式の処分 － △0

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

当期変動額合計 △1,106 △4,786

当期末残高 △439 △5,226

利益剰余金合計

当期首残高 12,894 11,787

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,020 △3,705

自己株式の処分 － △0

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

当期変動額合計 △1,106 △4,786

当期末残高 11,787 7,001
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

自己株式

当期首残高 △967 △967

当期変動額

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △0 △83

当期末残高 △967 △1,050

株主資本合計

当期首残高 24,368 23,261

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,020 △3,705

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △1,107 △4,870

当期末残高 23,261 18,390

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △33 12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

45 78

当期変動額合計 45 78

当期末残高 12 90

土地再評価差額金

当期首残高 △3,624 △3,575

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

48 1,041

当期変動額合計 48 1,041

当期末残高 △3,575 △2,534

評価・換算差額等合計

当期首残高 △3,658 △3,563

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

94 1,120

当期変動額合計 94 1,120

当期末残高 △3,563 △2,443

純資産合計

当期首残高 20,710 19,697

当期変動額

剰余金の配当 △39 △39

当期純損失（△） △1,020 △3,705

土地再評価差額金の取崩 △46 △1,041

自己株式の取得 △0 △83

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94 1,120

当期変動額合計 △1,012 △3,749

当期末残高 19,697 15,947
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

　時価のないもの　

　移動平均法による原価法を採用しております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。　

　　

３．固定資産の減価償却の方法

　(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

ております。 

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　建物　３～50年　　

　(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。 

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　(3）長期前払費用

　定額法を採用しております。

　　

４．引当金の計上基準

　(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の処理の方法

　　税抜方式を採用しております。　
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（会計方針の変更）

　　（減価償却方法の変更）　

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。  

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が14百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ14百万円増加しております。
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（貸借対照表関係）

※１　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める方法により算出

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△320百万円 －百万円

　

※２　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

受取手形 2百万円 0百万円

支払手形 174 143
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（損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。　

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

22百万円 15百万円

　　

※２　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

場所　 用途 種類 金額　

東京都 ３店舗 店舗及び広告設備 建物及び構築物 　19百万円

埼玉県 １店舗 店舗 建物 　4百万円

群馬県 １店舗 店舗及び広告設備 建物 　2百万円

千葉県 ７店舗 店舗及び広告設備 建物、構築物及び長期前払費用 　32百万円

神奈川県 14店舗 店舗及び広告設備 建物及び構築物 　43百万円

愛知県 13店舗 店舗及び広告設備 建物、構築物及び長期前払費用 　72百万円

岐阜県 １店舗 店舗 建物及び長期前払費用 　6百万円

三重県 １店舗 店舗 建物及び長期前払費用 　12百万円

大阪府 19店舗 店舗及び広告設備 建物、構築物、長期前払費用及び土地 　64百万円

兵庫県 ９店舗 店舗及び広告設備 建物及び構築物 　22百万円

奈良県 ２店舗 店舗及び広告設備 建物及び構築物 　2百万円

京都府 ４店舗 店舗及び広告設備 建物、構築物及び長期前払費用 　39百万円

滋賀県 １店舗 店舗 建物 　2百万円

岡山県 １店舗 店舗 建物及び土地 　98百万円

福岡県 １店舗 店舗及び広告設備 建物及び長期前払費用 　4百万円

　合　　　計　 　430百万円

　当社は、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として営業店舗でグルー

ピングしております。

　減損損失の認識に至った経緯として、競争の激化等により収益性が低下しており、今後の改善が困難と予

想される店舗について、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（430百万円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は78店舗で、建物385百万円、構築物18百万円、長期前払費用5百万円及び土地21百万円でありま

す。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、土地については、路線価による相続税評価額に

より評価しております。
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当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所　 用途 種類 金額　

　大阪府等 　 　店舗及び広告設備 　建物　 　679百万円

　 　 　 　土地 76百万円

　 　 　 　その他 87百万円

　大阪府等 　 　共用資産 　建物 　105百万円

　 　 　 　工具、器具及び備品 　409百万円

　 　 　 　ソフトウェア 74百万円

　 　 　 　その他 94百万円

　合　　　計　 1,527百万円

　当社は、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を営業店舗として、本社

設備等を共用資産としてグルーピングしております。

　減損損失の認識に至った経緯として、昨今の競争激化等により店舗及び共用資産について収益性が低下

しているため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,527百万

円）として計上しております。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い土地・建物について

は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づき評価し、その他の資産については、処分見込価額として

おります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式　（注） 1,396 0 － 1,396

合計 1,396 0 － 1,396

　　　　（注）普通株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式　（注） 1,396 269 0 1,666

合計 1,396 269 0 1,666

　　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加269千株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加269千株及

び単元未満株式の買取請求0千株によるものであります。普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元

未満株式の売渡しによる減少分であります。
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の通

りであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 （単位：百万円）

　
前事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 10 8 1

ソフトウェア 22 19 3

合計 33 28 4

　

　 （単位：百万円）

　
当事業年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 2 2 0

ソフトウェア － － －

合計 2 2 0

　　　　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 4 0

１年超 0 －

合計 4 0

　　　　　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

　 （単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

支払リース料 24 4

減価償却費相当額 24 4
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(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

　子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式201百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社

株式201百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりま

せん。

　　

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　

賞与引当金 37百万円　 18百万円

投資有価証券評価損 13 　 4

貸倒引当金 10 　 7

少額減価償却資産 9 　 15

未払事業税 10 　 10

役員退職慰労金 51 　 42

減損損失 243 　 760

商品評価損 19 　 17

資産除去債務 124 　 119

繰越欠損金 1,022 　 1,829

その他 20 　 18

繰延税金資産小計 1,563 　 2,843

評価性引当額 △1,563 　 △2,843

繰延税金資産合計 －　 　 －　

繰延税金負債 　 　 　

その他 △12 　 △48

繰延税金負債合計 △12 　 △48

繰延税金負債の純額 △12 　 △48

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度
（平成24年３月31日）　

　
当事業年度

（平成25年３月31日）　
　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略
しております。　　

　
同左　
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　店舗の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

　

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から15年～39年と見積り、割引率は1.885％～2.308％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

　

３．当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

期首残高 362百万円 348百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 13 13

時の経過による調整額 4 4

資産除去債務の履行による減少額 △31 △29

期末残高 348 336
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,000.92円 821.63円

１株当たり当期純損失金額（△） △51.88円 △189.82円

　　　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。　

　　　　　　２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純損失金額（△）（百万円） △1,020 △3,705

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,020 △3,705

期中平均株式数（千株） 19,679 19,523

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱チヨダ 71,000 177

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
122,540 68

イオンモール㈱ 17,657 50

㈱三井住友フィナンシャルグループ 12,463 47

日本基礎技術㈱ 111,800 35

イオン㈱ 22,179 26

㈱一光堂 9,000 9

㈱トプコン 8,114 6

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 2,203 6

三井住友トラスト・ホールディングス

㈱
15,272 6

その他（16銘柄） 68,098 31

計 460,326 467

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

　

その他有

価証券　

　

第29回㈱三井住友銀行　期限前償還条

項付無担保社債（劣後特約付）
300 302

住友生命第５回　基金流動化特定目的

会社第１回特定社債（一般担保付）
300 301

第26回㈱三井住友銀行　期限前償還条

項付無担保社債（劣後特約付）
200 201

野村ホールディングス㈱第１回　期限

前償還条項付無担保社債（劣後特約及

び条件付債務免除特約付）

200 198

シャープ㈱第20回　無担保転換社債型

新株予約権付社債（転換社債型新株予

約権付社債間限定同順位特約付）　

10 8

計 1,010 1,013
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産                             

建物 7,064 307
1,038

(785) 
6,333 5,027 173 1,305

構築物 527 62
103

(56) 
486 453 11 32

車両運搬具 27 0
2

(2) 　
26 26 1 －

工具、器具及び備品 2,687 197
539

(409) 
2,345 2,345 141 －

土地 2,114 59
  103

(103)　
2,070 － － 2,070

建設仮勘定 － 873 873 － － － －

有形固定資産計 12,422 1,501
2,661

(1,357) 
11,261 7,853 327 3,408

無形固定資産                             

商標権 11 －
9

(9) 　
1 1 1 －

ソフトウエア 177 10
78

(74) 　
109 109 35 －

電話加入権 47 －
47

(47) 　
－ － － －

無形固定資産計 235 10
134

(131) 　
111 111 36 －

長期前払費用 199 20
49

(38)　
169 110 19 59

　（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　　　２．建設仮勘定の当期増加額は、設備投資計画に基づく新店及び改装等への投資であります。　

　　　　３．主な増加内容 建物　 　羽曳野店 17百万円

　　　　 　 　鎌取店 11百万円

　　　　４．主な減少内容 建物　 　名城本店他（減損損失） 785百万円

　　　　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 31 17 － 24 24

賞与引当金 100 50 100 － 50

　（注）　貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額３百万円および、個別債権に対する回収

不能額の見直しによる取崩額等20百万円であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 29

預金     

当座預金 923

普通預金 642

別段預金 0

定期預金 3,313

小計 4,878

合計 4,908

ロ．受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱メガネ一番 6

㈱キクヤメガネ 3

㈱金子メガネ 3

㈱メガネの正視堂 1

㈱メガネの金安 1

その他 0

合計 17

(b）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成25年３月 0

〃   ４月 8

〃   ５月 5

〃 　６月 2

合計 17
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ハ．売掛金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イオンリテール㈱ 210

イオンモール㈱ 111

㈱ダイエー 81

三井住友カード㈱ 78

㈱ジェーシービー 71

その他 370

合計 923

 

(b）売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

(A) ＋ (D)

２

(B)

365

931 13,716 13,723 923 93.7 25

　　（注）　当期発生高及び当期回収高は消費税等を含んでおります。

ニ．商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品　     

　フレーム 1,696

　レンズ 81

　サングラス 423

　コンタクト類 36

　その他 112

合計 2,350

ホ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

貯蔵品　     

　福利厚生用品 7

　その他 8

合計 16
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ヘ．敷金及び保証金

区分 金額（百万円）

店舗他入店先 3,972

商品仕入先 7

その他 17

合計 3,997

②　負債の部

イ．支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱シャルマン 112

萩原㈱ 35

㈱毎日広告社 35

㈱アイアンドエス・ビービーディオー 34

勝英印刷㈱ 27

その他 103

合計 350

 

(b)期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成25年３月 143

〃 　４月 100

〃 　５月 66

〃 　６月 39

合計 350

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

セイコーオプティカルプロダクツ㈱ 71

㈱ニコン・エシロール 54

㈱シャルマン 25

シーメンス ヒヤリング インスツルメンツ㈱ 25

吉村コーポレーション㈱ 17

その他 201

合計 396

（３）【その他】

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り又は買増し  

取扱場所

（特別口座）

　　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　　──────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典

３月31日及び９月30日現在の100株以上500株未満所有株主に対し、メガ

ネ30％割引券１枚、500株以上所有株主に対し、同30％割引券２枚を贈呈

する。但し、特別限定品は20％割引とする。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第52期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月29日関東財務局長に提出

(2)内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月29日関東財務局に提出

(3)四半期報告書及び確認書

（第53期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月13日関東財務局長に提出

（第53期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月13日関東財務局長に提出

（第53期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月14日関東財務局長に提出

(4)臨時報告書

平成24年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定（株主総会における議決権行使の結果）に

基づく臨時報告書であります。

(5)自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年７月31日）平成24年８月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年８月１日　至　平成24年８月31日）平成24年９月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年９月１日　至　平成24年９月30日）平成24年10月10日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成25年６月27日

愛眼株式会社   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　　孝英　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る愛眼株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛眼株

式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、愛眼株式会社の平成25年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　　

監査意見

当監査法人は、愛眼株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　

以　上
　

（注）　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成25年６月27日

愛眼株式会社   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　　孝英　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る愛眼株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　　　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛眼株式会

社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
　　

（注）　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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